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沖縄県本島南部地域雇用開発計画 

                                                                                                                             
はじめに                                                                               
 全国の雇用情勢は、平成 21 年以降、有効求人倍率が長期的に上昇傾向、完全失業率は低下傾

向が続いていたが、令和２年以降は新型コロナウイルス感染症の拡大による景気の減退に伴い、

いずれの数値も悪化した。その後、経済社会活動が徐々に活発化する中で持ち直し、いずれの数

値も改善の動きがみられる。 
そのような中、本県の一般有効求人倍率は、令和元年８月に１．２４倍（令和７年６月現在に

おいて過去最高）まで上昇したが、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響により悪化し、

令和６年度の一般有効求人倍率は０．９８倍と全国平均の１．２５倍と比較して低く、雇用の回

復は遅れている状況である。 
また、本地域における令和４年度から令和６年度における一般有効求人倍率の平均は０．９９

倍で１倍に満たないことから、「雇用開発促進地域」として、地域の産業振興等により雇用機会

の創出に取り組むこととし、本計画により雇用情勢の現状や特性を明らかにするとともに、地域

雇用開発の目標やそれを達成するための方策等を示し、今後、本計画に基づき産業施策や地域振

興施策等と連携を図りながら、本地域における雇用対策を推進していくこととする。 
  

Ⅰ 沖縄県本島南部雇用開発促進地域の区域                                                
１ 対象区域 

    本地域の区域は、次の５市、５町、６村の１６市町村とする。         
    那覇市、浦添市、糸満市、豊見城市、南城市、西原町、八重瀬町、与那原町、南風原町、久

米島町、渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村 
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２ 対象地域の概況                                                                  
(1) 地域の地形等                                                                     
    本地域は沖縄本島南部（周辺離島含む）に位置し、面積は３９０．３０平方キロメートルと、

県土の約１７％を占めている。地形的には、緩やかな丘陵地帯と平坦地であり、那覇市を中心

に高度な都市機能が集積するなど県内外の交流拠点となっている。那覇市より南では市街地と

農山漁村が共存し 、さらに慶良間諸島（渡嘉敷村、座間味村）、久米島（久米島町）、渡名喜

島（渡名喜村）、粟国島（粟国村）、南・北大東島（南大東村、北大東村）の島々を包含し、

都市機能集積地域、農村・漁村地域、離島地域という多様な地域構造を有している。 
  交通については、地域内にある１６市町村は、那覇市を起点としたバス路線や道路網、那覇

空港、国際通り周辺市街地、首里、浦添市南部間を結ぶ都市モノレール、離島地域とは空路及

び航路で結ばれている。 

 

(2) 地域の求職者の状況                                                               
 ①一般有効求職者数   

   最近３年間における本地域の一般有効求職者数は、月平均で１５，００６人となっている。  

令和６年度は１４，１９７人で令和４年度と比較すると１１．１％の減少となっている。 

 また、最近１年間でみると令和６年４月の１５，４１７人から１２月には１２，７８７人と

減少に転じていたものの、令和７年３月は、１４，６５８人と増加傾向となっている。 

 ②労働力人口に対する一般有効求職者数の割合 

    令和２年国勢調査における本地域の労働力人口に対する最近３年間における本地域の一般

有効求職者数の月平均値の割合は４．７％で、同期間における全国平均値（３．２％）を上回

っており、地域内に居住する求職者の割合が高い状況にある。 
③一般有効求人倍率   

  最近３年間における本地域の一般有効求人倍率の平均値は０．９９倍となっており、同期間

における全国平均値（１．２８倍）を下回っている。 
また、年度ごとで比較すると、令和６年度は１．０２倍と令和４年度の０．９１倍から増加

しているが、全国数値の１．２５倍とは依然として開きがある。 
 ④常用有効求人倍率  - 
  最近３年間における本地域の常用有効求人倍率の平均値は１．０１倍となっており、同期間

における全国平均値（１．２３倍）を下回っている。 
  また、年度ごとで比較すると、令和６年度は１．０４倍と令和４年度の０．９３倍から増加

しているが、全国数値の１．２２倍とは依然として開きがある。 
 
表１ 最近３年度の一般有効求職者数の推移（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

 

                                    資料：沖縄労働局 

  

令和４年度 令和５年度 令和６年度
３年間
平均値

年度計 191,724 178,141 170,369 180,078

月平均値 15,977 14,845 14,197 15,006

▲ 1.0 ▲ 7.1 ▲ 4.4 －前年度比

那覇

公共職業安定所名
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表２ 最近１年間の一般有効求職者数の月平均値（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

 

資料：沖縄労働局 

 

表３ 労働力人口に対する最近３年度の一般有効求職者数の月平均値の割合 

 

                        資料：令和２年国勢調査、沖縄労働局  

 

 

表４－１ 最近３年度の一般有効求人倍率（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

  

資料：沖縄労働局 

  

公共職業安定所名  令和６年４月  令和６年５月  令和６年６月  令和６年７月  令和６年８月  令和６年９月  令和６年１０月

15,417 15,219 14,756 14,346 14,255 14,017 13,957

 令和６年１１月  令和６年１２月  令和７年１月  令和７年２月  令和７年３月 合計 平均

13,536 12,787 13,119 14,302 14,658 170,369 14,197

那覇

令和４年度 令和５年度 令和６年度
３年間
平均値

一般有効求職者数 191,724 178,141 170,369 180,078

月平均① 15,977 14,845 14,197 15,006

労働力人口② －

割合(①／②) 5.0% 4.6% 4.4% 4.7%

一般有効求職者数 369,157 345,032 344,572 352,920

月平均① 30,763 28,753 28,714 29,410

労働力人口② －

割合(①／②) 5.0% 4.7% 4.7% 4.8%

一般有効求職者数 22,996,560 23,012,713 23,048,281 23,019,185

月平均① 1,916,380 1,917,726 1,920,690 1,918,265

労働力人口② －

割合(①／②) 3.2% 3.2% 3.2% 3.2%

319,702

611,102

那覇

公共職業安定所名

59,949,767
全国

県全域

令和４年度 令和５年度 令和６年度
３年間
平均値

一般有効求職者数① 191,724 178,141 170,369 180,078

一般有効求人数② 175,214 186,162 172,945 178,107

一般有効求人倍率②／① 0.91 1.05 1.02 0.99

一般有効求職者数① 369,157 345,032 344,572 352,920

一般有効求人数② 347,892 361,985 339,278 349,718

一般有効求人倍率②／① 0.94 1.05 0.98 0.99

一般有効求職者数① 22,996,560 23,012,713 23,048,281 23,019,185

一般有効求人数② 30,135,331 29,666,919 28,766,892 29,523,047

一般有効求人倍率②／① 1.31 1.29 1.25 1.28

全国

県全域

那覇

公共職業安定所名
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表４－２ 最近３年度の常用有効求人倍率（新規学卒を除き、パートタイムを除く） 

  

資料：沖縄労働局 

 

 (3) 人口の推移 

    令和２年の国勢調査では、本地域の人口は７４０，７４３人 で、県人口に占める割合は  

５０．５％となっている。平成２７年と比較すると１．８％増加している。 
 

表５ 人口の推移（総数） 

地域 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 増減率(R2-H27)

688,706 707,219 727,337 740,743

(50.6%) (50.8%) (50.7%) (50.5%)

県計 1,361,594 1,392,818 1,433,566 1,467,480 2.4%

南部 1.8%

 

※（ ）の数値は県計に占める割合                                資料：国勢調査 

 

(4) 事業所、従業者数の状況                                                             

 ①事業所、従業者数 

    本地域には令和３年現在で３３，７１３事業所あり、県全域に占める割合は５３．０％とな

っている。また、平成２８年と比較すると０．４％の増加となっている。 

従業者数は令和３年現在で３３２，９２３人となっており、県全域に占める割合は５７．０％

となっている。また、平成２８年と比較すると６．９％の増加となっている。 
 
表６ 民営事業所数の推移 

  

※（ ）の数値は県計に占める割合 

資料：平成 26 年経済センサス-基礎調査、平成 24 年・平成 28 年・令和３年経済センサス-活動調査 

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度
３年間
平均値

常用有効求職者数① 114,214 105,827 102,113 107,385

常用有効求人数② 106,453 113,435 106,109 108,666

常用有効求人倍率②／① 0.93 1.07 1.04 1.01

常用有効求職者数① 225,670 208,842 204,444 212,985

常用有効求人数② 203,052 214,800 205,044 207,632

常用有効求人倍率②／① 0.90 1.03 1.00 0.98

常用有効求職者数① 13,975,055 13,912,049 13,728,263 13,871,789

常用有効求人数② 17,229,888 17,128,946 16,794,808 17,051,214

常用有効求人倍率②／① 1.23 1.23 1.22 1.23

那覇

県全域

全国

公共職業安定所名

地域 平成24年 平成26年 平成28年 令和３年 増減率（H28ｰR3）

32,792 34,139 33,569 33,713

(52.1%) (52.4%) (52.2%) (53.0%)

県計 62,977 65,164 64,285 63,593 ▲ 1.1%

南部 0.4%
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表７ 従業者数の推移 

  

※（ ）の数値は県計に占める割合 

資料：平成 26 年経済センサス-基礎調査、平成 24 年・平成 28 年・令和３年経済センサス-活動調査 

 

②産業別事業所、従業者数 

産業別の事業所数及び従業者数を令和３年でみると、事業所は、第二次、第三次産業で   

９９．４％を占め、そのうち第三次産業８８．７％、第二次産業１０．７％となっている。 

また、従業者数では、第二次、第三次産業で９９．６％を占め、そのうち第三次産業は    

８７．５％、第二次産業１２．０％となっている。 
 
表８ 産業別事業所数 

  

※（ ）の数値は県計に占める割合             資料：令和３年経済センサス-活動調査 

 

表９ 産業別従業者数 

  

※（ ）の数値は県計に占める割合             資料：令和３年経済センサス-活動調査 

  

地域 平成24年 平成26年 平成28年 令和３年 増減率（H28-R3）

293,821 308,453 311,304 332,923

(57.1%) (56.8%) (56.2%) (57.0%)

県計 514,802 543,072 553,619 584,191 5.5%

南部 6.9%

第二次産業① 第三次産業②

南部 33,713 199 33,514 3,620 29,894

100.0% 0.6% 99.4% 10.7% 88.7%

(53.0%) (31.2%) (53.2%) (48.5%) (53.9%)

県計 63,593 637 62,956 7,458 55,498

構成比 100.0% 1.0% 99.0% 11.7% 87.3%

構成比

地域 全産業
第一次産業 （①＋②）

第二次産業① 第三次産業②

南部 332,923 1,409 331,514 40,076 291,438

100.0% 0.4% 99.6% 12.0% 87.5%

(57.0%) (36.2%) (57.1%) (51.5%) (58.0%)

県計 584,191 3,891 580,300 77,769 502,531

構成比 100.0% 0.7% 99.3% 13.3% 86.0%

構成比

地域 全産業
第一次産業 （①＋②）
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Ⅱ 労働力の需給状況及びその他雇用の動向                                               
１ 労働力人口 

  令和２年の国勢調査では、本地域の労働力人口は３１９，７０２人、県全域の労働力人口に

占める割合は５２．３％となっている。また、平成２７年と比較すると０．７％減少している。 

そのうち、就業者数は３０１，８６９人で、平成２７年と比較すると横ばいである。一方、

完全失業者数は１７，８３３人で平成２７年から１０．５％減少している。そのため、完全失

業率は平成２７年の６．２％から令和２年は５．６％に改善している状況である。 
 

表 10 労働力人口の推移（全数） 

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 平成27年 令和２年

321,813 319,702 301,896 301,869 19,917 17,833

(51.1%) (52.3%) (51.2%) (52.3%) (50.1%) (52.9%)

5.6%

577,419

▲ 10.5%▲ 0.0%

5.5%▲ 15.3%

▲ 0.7%

6.3%

6.2%

589,634611,102 33,683▲ 2.1% 39,760

南部

県計 629,394 ▲ 2.9%

増減率
完全失業者数

地域 増減率
労働力人口 就業者数

増減率
完全失業率

 
※（ ）の数値は県計に占める割合                                             資料：国勢調査 

 

表 11 労働力人口の推移（１５～６４歳） 

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 平成27年 令和２年

295,750 282,382 277,047 266,402 18,703 15,980

(51.2%) (52.6%) (51.3%) (52.5%) (50.2%) (52.9%)

県計 537,296 ▲ 6.9%577,114 507,091

完全失業率

539,821

完全失業者数

▲ 6.1% 37,293 30,205 ▲ 19.0% 6.5% 5.6%

5.7%

地域
労働力人口

増減率

6.3%

増減率

南部 ▲ 4.5% ▲ 14.6%▲ 3.8%

増減率
就業者数

 

※（ ）の数値は県計に占める割合                                             資料：国勢調査 

 

表 12 労働力人口の推移（６５歳以上） 

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 平成27年 令和２年

26,063 37,320 24,849 35,467 1,214 1,853

(49.9%) (50.6%) (49.9%) (50.4%) (49.2%) (53.3%)

南部 43.2% 42.7% 52.6% 4.7% 5.0%

地域
労働力人口

増減率
就業者数

増減率
完全失業者数

増減率
完全失業率

41.2% 2,467 3,478 41.0% 4.7% 4.7%県計 52,280 73,806 41.2% 49,813 70,328

※（ ）の数値は県計に占める割合                                             資料：国勢調査 
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２ 労働力の需給状況 

(1) 求人数 

 最近３年間における本地域の一般有効求人数の月平均値は１４，８４２人である。年度ごとで 

比較すると、令和６年度は１４，４１２人で令和４年度の１４，６０１人から１８９人減少して

いる。 
また、最近１年間でみると、令和６年４月の１４，９８１人から７月には１３，７８０人に減

少したものの、令和７年３月には１４，８０２人と増加している。 
 
表１3 最近３年間の一般有効求人数の月平均値（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

  

資料：沖縄労働局 

 

表 14 最近１年間の一般有効求人数の月平均値（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

 

資料：沖縄労働局 

 

(2) 求職者数                                                                     
最近３年間における本地域の一般有効求職者数は、月平均で１５，００６人となっている。 

令和６年度は１４，１９７人で令和４年度と比較すると１１．１％の減少となっている。 

また、最近１年間でみると、令和６年４月の１５，４１７人から１２月には１２，７８７人と

減少したが、令和７年３月は１４，６５８人と再び増加傾向となっている。 

 
表１（再掲） 最近３年度の一般有効求職者数の推移（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

 

資料：沖縄労働局 

 

 

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度
３年間
平均値

年 175,214 186,162 172,945 178,107

月平均値 14,601 15,514 14,412 14,842

公共職業安定所名

那覇

公共職業安定所名
令和６年

４月
令和６年

５月
令和６年

６月
令和６年

７月
令和６年

８月
令和６年

９月
令和６年

１０月

14,981 13,978 13,934 13,780 14,205 14,177 14,549

令和６年
11月

令和６年
12月

令和７年
１月

令和７年
２月

令和７年
３月

合計 平均

14,330 14,084 14,769 15,356 14,802 172,945 14,412

那覇

令和４年度 令和５年度 令和６年度
３年間
平均値

年度計 191,724 178,141 170,369 180,078

月平均値 15,977 14,845 14,197 15,006

▲ 1.0 ▲ 7.1 ▲ 4.4 －前年度比

那覇

公共職業安定所名
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表２（再掲） 最近１年間の一般有効求職者数の月平均値（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

 

資料：沖縄労働局 

 

(3) 求人倍率  
最近３年間における本地域の一般有効求人倍率の月平均値は０．９９倍となっており、同期 

間における全国平均値（１．２８倍）を大きく下回っている。 

また、最近１０年間の一般有効求人倍率の推移をみると、平成２７年度以降は１．００倍を上

回ったが、令和２年度から令和４年度にかけては、新型コロナウイルス感染症の影響により低下

した。 
 
表４－１（再掲） 最近３年度の一般有効求人倍率の月平均値（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

 

資料：沖縄労働局 

 

表 15 最近 10 年間の一般有効求人倍率（新規学卒を除き、パートタイムを含む）の推移 

 

資料：沖縄労働局 

  

公共職業安定所名  令和６年４月  令和６年５月  令和６年６月  令和６年７月  令和６年８月  令和６年９月  令和６年１０月

15,417 15,219 14,756 14,346 14,255 14,017 13,957

 令和６年１１月  令和６年１２月  令和７年１月  令和７年２月  令和７年３月 合計 平均

13,536 12,787 13,119 14,302 14,658 170,369 14,197

那覇

令和４年度 令和５年度 令和６年度
３年間
平均値

一般有効求職者数① 191,724 178,141 170,369 180,078

一般有効求人数② 175,214 186,162 172,945 178,107

一般有効求人倍率②／① 0.91 1.05 1.02 0.99

一般有効求職者数① 369,157 345,032 344,572 352,920

一般有効求人数② 347,892 361,985 339,278 349,718

一般有効求人倍率②／① 0.94 1.05 0.98 0.99

一般有効求職者数① 22,996,560 23,012,713 23,048,281 23,019,185

一般有効求人数② 30,135,331 29,666,919 28,766,892 29,523,047

一般有効求人倍率②／① 1.31 1.29 1.25 1.28

全国

県全域

那覇

公共職業安定所名

公共職業
安定所名

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

那覇 1.06 1.16 1.28 1.27 1.19 0.71 0.73 0.91 1.05 1.02

県平均 0.87 1.00 1.13 1.18 1.16 0.72 0.76 0.94 1.05 0.98
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(4) 年齢別紹介状況  
本地域の令和６年度の年齢別常用紹介状況をみると、最も多い層は「４５～６４歳」で構成比

は４０．３％となっている。次いで、「３５歳未満」「３５～４４歳」「６５歳以上」の順とな

っている。 

表 16 令和６年度 年齢別常用紹介状況（新規学卒を除き、パートタイムを含む） 

 

資料：沖縄労働局 

 

(5) 離職者の状況                                                                   
本地域の令和６年度の雇用保険資格喪失者数は５５，９０５人で、そのうち解雇された者は、

２，３９０人であり、県全域に占める本地域の雇用保険資格喪失者数の割合は５９．１％となっ

ている。 

また、令和６年度と令和４年度を比較すると、雇用保険資格喪失者数及び事業主の都合による

解雇者数は増加している。 

 
表 17 雇用保険資格喪失者数及び事業主の都合による解雇者数 

 

※（ ）の数値は県計に占める割合                      資料：沖縄労働局 

 

  

３５歳未満 49,287 28.9% 99,901 29.0%

３５～４４歳 32,755 19.2% 67,266 19.5%

４５～６４歳 68,650 40.3% 140,097 40.7%

６５歳以上 19,677 11.5% 37,308 10.8%

計 170,369 344,572

県全域

月間有効求職者数（常用）

那覇

57,504 57,452 55,905

(59.0%) (58.8%) (59.1%)

2,194 2,394 2,390

(52.7%) (52.2%) (55.0%)

94,613

令和６年度

事業主の都合による解雇者数

総　　数

平成４年度 令和５年度

総　　数 97,505 97,781

雇用保険資格喪失者数

那覇

4,344

県計

公共職業安定所名

事業主の都合による解雇者数 4,166 4,587
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Ⅲ 地域雇用開発の目標                            
本地域においては、「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」に基づく施策や事業等によ

り、西海岸地域においてはリゾート及び都市型ホテル等施設の集積及び受入体制の強化促

進、東南部地域では海洋レクリエーション施設等を活用した新たな観光リゾート空間の形成

促進、中城湾港マリンタウン地区に建設を予定している大型ＭＩＣＥ施設を核として、宿泊

施設、商業施設等の立地を促進するとともに、情報通信関連産業については、世界とつなが

る人流の交通結節点である本圏域の強みを生かし、国内外 IT 企業のワーケーション需要を取

り込むとともに、大手企業の機能移転を促進し、先端 IT 技術を活用した新ビジネス・新サー

ビスを展開する企業や各産業の DX に寄与する企業の誘致に取り組み、雇用機会の創出、増

大を図る。また、那覇空港及び那覇港を基軸とした国際物流拠点の形成による臨空・臨港型

産業の振興を促進し、雇用機会の創出、拡大を図る。 
そして、これらの産業振興施策とあいまって、各種雇用関連助成金の活用促進や事業主へ

の情報提供等により雇用機会の創出を促進するとともに、地域の産業を担う人材の育成・確

保を進め、求人情報等を地域の求職者に幅広く提供すること等により就職活動の円滑化を図

る。 
このような観光関連産業や情報通信関連産業等の産業振興策を促進することにより、本地域

において新たな雇用を７，１５７人創出することを目標とする。 
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Ⅳ 地域雇用開発を促進するための方策                            
１ 地域雇用開発の促進のための措置 

(1) 新たな雇用機会の開発の促進 

① 助成金等の活用による雇用創出の促進   
起業・創業、事業拡大等に伴い、地域の求職者を雇用する事業主に対し、沖縄若年者雇用

促進コースを含めた地域雇用開発助成金等各種助成金、中小企業労働力確保法に基づく助成

制度等の積極的な活用を促し、創業資金の助成、設備投資の奨励措置等を行うことにより、

雇用の場の確保を促進する。 
また、特定求職者雇用開発助成金等の助成制度の活用を促進し、ひとり親世帯や障害者、

中高年齢者等の就職困難者の雇用の場の確保を促進する。 
 

② 市町村等による自発的雇用創出の促進 

地域雇用活性化推進事業等を活用して、地域の特性を生かした重点分野における雇用創造

に向けた市町村等の自発的な取組を促進し、雇用機会の創出・拡大を図る。 
 
③ 駐留軍用地跡地の利用促進 

駐留軍用地跡地においては、事業の実施及び新たな需要を生み出すような産業・機能の導

入を促進し、雇用機会の創出・拡大を図る。 
 

④ 沖縄働き方改革・生産性向上推進協議会における取組の推進 

平成３０年１２月に設置された、地方の関係者（政・労・使）２２機関で構成する「沖縄

働き方改革・生産性向上推進協議会」における、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の

実現等の働き方改革や、生産性の向上についての取組を促進する。 
 
(2) 職業能力開発の推進 

① 県立浦添職業能力開発校及び民間教育訓練機関等を活用して産業界のニーズに応える人

材の育成・確保に努める。 
 

② 従業員を対象とした職業訓練等を実施する事業主を支援するため、認定職業訓練推進事業

費補助金、人材開発支援助成金等各種助成金の活用を促進する。 
 

③ 離転職者を対象とした職業訓練については、公共職業安定所等との連携の下、公共職業能

力開発施設において訓練を行うとともに、民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を機動的

に実施する。 
 

④ 無業状態にある 15 歳～49 歳までの若年無業者に対し、就労及び公共職業訓練への移行を  

促進し、無業者状態からの改善・自立を図るため、地域若者サポートステーションと連携し

て基礎的な職業訓練を実施する。 
 

⑤ 情報通信産業、観光関連産業等の県の重点分野の産業振興のために産学官連携による人材

育成を支援する。 
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(3) 労働力需給の円滑な結合の促進 

① 若年者に対し、企業でのインターンシップの実施を促進するとともに、高校生・大学生等

へは、合同企業説明会・面接会を開催し、新規学卒者の職業観の育成や就職を支援する。 
 

② 沖縄県キャリアセンター（ジョブカフェ）において、新規学卒者を含む若年者及び就職氷

河期世代に対するキャリアカウンセリング（就職相談）や就職活動に関する知識やスキルを

提供するセミナー等を実施し、職業観の育成から就職までを一貫して支援する。また、県内

就職促進として、県内企業及び県内での就職を希望する県外の学生や社会人などのＵＩＪタ

ーン就職希望者を対象として相談窓口を設置する。 
 

(4) 各種支援措置の周知徹底 

地域雇用開発を促進するために講じられる各種支援措置について、事業主や求職者に対し周 

知徹底を図るため、国や関係機関と連携を図り、ホームページでの掲載やパンフレットの配布、 

広報誌を活用した広報・啓発活動を行うとともに、国や県等の公的団体が実施している雇用支 

援制度の情報を一元化して巡回相談を開催するなど、当該措置の積極的な活用に努めていく。 

 

(5) 地域雇用開発の効果的な推進 

地域雇用開発を効果的に推進していくためには、国・市町村・経済団体・労働団体等の関係

者が共通認識を形成することが重要であることから、これら関係者で構成される沖縄県雇用対

策推進協議会等を活用し、意思疎通を図りながら、各主体がそれぞれの役割のもと具体的な取

組を推進していく。 
 

２ 雇用開発に資する県の取組 

「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」や沖縄振興特別措置法に基づき、雇用対策と多様な

人材の確保及び地域産業の振興を図ることによる、雇用機会の創出、拡大を促進する。 

また、沖縄労働局と雇用対策協定を締結し、求職者や事業主のニーズに沿った総合的な雇用施

策の展開を図る。 

(1) 雇用機会の確保と多様な人材の活躍促進 

求職者全般に対しては、「グッジョブセンターおきなわ」において、若年者や中高年・ひ

とり親世帯等の求職者個々のニーズに沿った、効果的な就労支援を行う。中高年齢者を含む

就職困難者については、職業経験や能力、生活の状況等、個々に抱える状況に応じて専門の

相談員が個別的・継続的な支援を行い、相談者の就労につなげる。 

また、多様な人材の活躍促進を図るために、高齢者や障害者、外国人等の就労環境整備に

取り組む。 

さらに、事業主に対しては、窓口相談や、地域巡回等により、各種雇用支援制度の周知や、

企業における人材定着に向けた支援を行う。 

 

(2) 若年者の雇用促進 

沖縄県キャリアセンターにおける就職相談やセミナー開催等による総合支援のほか、大学

等関係機関と連携した新規学卒者向けの就職支援、個別相談等による定着促進により、若年

者のキャリア形成が図られる環境づくり等に取り組む。 
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(3) 働きやすい環境づくりや人材定着への取組 

ワーク・ライフ・バランスを実践する企業に対し、指導・助言等を行うアドバイザーを派

遣し、働きやすい環境づくりの充実に取り組む。 

また、安定的な労使関係を形成するため、沖縄県女性就業・労働相談センター等における

労働相談の実施により個別労使紛争の解決を促進するとともに、労働法関係セミナーの開催

等により事業主の職場環境改善の意識向上や労働者の働き方に対する意識改革に取り組む。 

 

(4) 正規雇用の推進 

全国に比べて高い非正規雇用割合の改善を図るため、正規雇用に取り組む企業への専門家

派遣や支援企業と求職者のマッチングイベント等の支援により、正規雇用を促進する。 

 

(5) 女性が働きやすい環境づくり 

女性個々の職業経験や職業能力等に応じたきめ細かな支援を行うことに加え、ひとり親を含

む女性求職者に対し、座学研修と職業研修を組み合わせた就職支援を行うほか、家事や子育て

期における負担を軽減するための、フレックスタイムやテレワーク等の多様な働き方を促進す

る。 

 

(6) 中小企業等の総合支援 

新商品開発や新サービスの提供、経営力向上、技術の高度化、事業の協業化等に取り組む中

小企業等に対し、専門家派遣や経営指導、経営革新、組織化の支援に取り組む。 
 

(7) 企業の「稼ぐ力」の強化 

デジタル技術にノウハウのある情報通信産業と他産業との連携・共創による DX の取組を

促進するため、DX 相談窓口の設置や ICT 導入計画及び DX 推進計画の策定支援、デジタル技

術を活用した新ビジネス・サービスの開発・実証及び事業化に向けた取組のハンズオン支援、

業界や企業のデジタル活用人材の育成など各種の支援施策を総合的に推進する。 

また、経営の効率化、マーケティング戦略、ブランド化等によって経営の高度化を図るた

めの人材への投資を更に強化し、生産性の向上を図る必要があることから、国や関係機関等

と連携しながら企業による人材育成のための投資を促進し、企業の稼ぐ力の向上を図る。 

 

(8) 沖縄振興特別措置法の特別措置等を活用した地域産業の振興 

沖縄振興特別措置法に基づく情報通信産業振興地域制度や産業イノベーション促進地域制

度等の特別措置による各種優遇措置等の活用を促進し、企業の立地による雇用機会の創出・拡

大を図る。 
① 情報通信産業振興地域制度及び情報通信産業特別地区制度の税制優遇措置の利活用を促

進するとともに、沖縄の持つ優位性など本県のメリットをアピールした戦略的なプロモーシ

ョン等により、情報通信産業の集積・高度化を図る。 

 
② 産業イノベーション促進地域制度の活用を促進し、本圏域に多く立地している製造業を

はじめとした企業の製品開発力や技術の向上及び地域資源の活用による新事業の創出等を

図る企業を支援するとともに、産業高度化又は事業革新に取り組む企業の立地を促進し、
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地域産業の更なる振興を図る。 
  

③ 観光地形成促進地域制度の活用を促進し、魅力ある観光関連施設等の整備を促進する。 
 

④ 国際物流拠点産業集積地域等の活用を促進し、高付加価値製品を製造する企業や航空関連

産業クラスターの形成に向けた企業等の誘致を促進し、臨空・臨港型産業の集積促進を図る。 

 

(9) 地域の特色を生かした観光及び農林水産業の振興 

観光振興については、リゾート及び都市型ホテルや飲食・ショッピング、コンベンション、

マリーナ・人工ビーチ、レクリエーション等の施設の集積を生かしつつ、アジアをはじめとす

る諸外国や県内外との交流拠点の形成を目指し、施設の充実及び受入体制の強化を促進すると

ともに、マリンタウン MICE エリアにおいて大型 MICE 施設の整備に向けた取組を推進する。 
農業については、拠点産地の体制強化・育成により生産拡大とブランド化を推進するととも

に、薬用作物等の特産品の高付加価値化、観光産業等と連携した６次産業化の推進、農産加工

施設の整備等を図る。 
水産業については、県内の水産業の中心的、拠点的役割を担う糸満漁港を擁する本圏域にお

いて、安定生産・流通体制の確立を図るため、市場関連施設の整備を推進するとともに、水産

加工品の開発促進による、高付加価値化、水産資源の持続的利用に向けた資源管理型漁業の展

開を図る。 
また、農林水産業の就業希望者に対して施設・技術・資金等の経営に必要な資源を効果的に

支援し、就業相談から定着まで一貫した就業支援等を推進するほか、新規就業者や他産業から

の離職就業者への就業相談等支援対策の強化や、農林漁業の技術取得の促進、耕作放棄地の解

消などにより新たな雇用の場を創出し、担い手の育成・確保に努めるとともに、農林漁業経営

に積極的に参画する女性農林漁業者及び起業者を育成し、農山漁村の男女共同参画社会づくり

を促進する。 
さらに、豊かな自然景観や伝統文化等の魅力を生かした、体験・滞在型観光の取組によるグ

リーン・ツーリズムや地域資源を活用した６次産業化を推進するなど、都市化と調和した消費

者ニーズに応える高付加価値型農林水産業の振興を図る。 
 

Ⅴ 地域雇用開発計画期間 

本計画の計画期間は、厚生労働大臣の同意を得た日から令和１０年９月３０日までとす

る。 
 


